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２ 

災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

  令和２年１２月１６日 

件 名  災害情報システムの再構築について 

所 管 部 課  総合防災対策室災害対策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容 

「災害情報システム」の再構築を予定しているため、報告する。 

 

記 

１ 再構築の目的 

  避難所の混雑状況や交通、ライフラインの被害状況等を一括管理し、災害

対策本部の迅速な意思決定に寄与し、防災、災害の対応業務を強化すること

を目的とする。 

２ システムの概要 

（１）クラウドサービスの利用 

ア モバイル端末等を使用し、避難所の状況などについて、現地から迅速

に情報登録が可能。 

イ 区職員等が庁舎の内外を問わず、集積された情報を共有活用できる。 

（２）災害情報ポータルサイト（※）の構築 

  ※ インターネット上の特定ジャンル（当システムの場合は「区の災害情

報」）に特化したサービスへの入口のこと。 

ア 情報を地図上で表示し、被害の全体像や概況等が視覚的に把握可能。 

イ 避難所に派遣された職員が入力した混雑状況等を区民に提供可能。 

３ 経費 

（１）システム構築費   ９５，１５０千円（提案限度額） 

（２）想定運用経費    １８，４８１千円（年額） 

４ 今後のスケジュール（予定） 

時期 内容 

令和２年１１月から プロポーザル方式による事業者選定を開始 

令和３年 ３月 契約 

令和３年 ４月 開発着手 

令和４年 １月 試験運用開始、職員向け研修等 

令和４年 ４月 本稼働開始 

５ その他 

  新たなポータルサイトの構築、ＬＩＮＥの公式アカウントの整備などによ

り、機能を維持、拡充できることから、令和３年度末をもって足立区防災ナ

ビの運用を終了する。 

問  題  点 

今後の方針 
令和４年４月本稼働に向け、再構築を進める。 

 



３ 

災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和２年１２月１６日 

件  名 「足立区地域防災計画」修正の延期等について 

所管部課名 総合防災対策室災害対策課、調整担当課 

内   容 

今年度進めている「足立区地域防災計画」の修正について、下記のとおり

変更する。また、放射性物質対策関連の修正について、検討状況を報告する。 
 

記 
 
 
１ 令和２年度修正の延期の理由 

  これまで修正を進めてきたが、以下の項目について、令和２年度末まで

更なる検討を進め計画に反映させるため、修正を約半年間延期する。 

（１）水防体制再構築本部での検討内容を追記するため 

（２）新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策を追記するため 
 

２ 主な修正内容 

令和元年台風第１９号対応における課題や、その改善策を盛り込んだ計

画の修正は、以下のとおりである。 

（１）台風第１９号を受け、構成を変更し別途風水害編を作成 

（２）感染症対策を含めた避難所の運営方法の見直し 

（３）災害情報システムの導入を前提とした情報伝達に関する検討、見直し 

（４）多様な避難行動（分散避難）の検討 
 

３ 変更スケジュール 

以下のとおりスケジュールを変更して対応する。 

年度 月 当初 変更後 

令
和
２
年
度 

１２月 
・ パブリックコメント 

・ 東京都へ確認依頼 

・ 継続検討 

・ 計画素案取りまとめ 
 １月 

 ２月 

 ３月 足立区防災会議に付議 足立区防災会議で中間報告 

令
和
３
年
度 

 ４月 印刷・製本 
・ パブリックコメント 

・ 東京都へ確認依頼 
 ５月  

 ６月 計画の配付 

 ７月  
計画案最終調整 

 ８月  

 ９月  足立区防災会議に付議 

１０月  印刷・製本着手 

 

 



４ 

４ 放射性物質対策関連の検討 

  地域防災計画の記載内容について、以下の項目を検討する。 

（１）平常時における放射線量の把握体制の整備について 

ア 区内４か所で行っている空間放射線量率の定点測定 

イ 東京都により設置されているモニタリングポスト 

（２）原発事故等が発生した場合の対応について 

ア 区民に対する健康相談等 

イ 飲食物の監視強化及び区民に対する飲料水の配布等 

ウ 学校給食等の放射性物質検査 

エ 緊急時における放射線量の把握活動及び区民への情報提供等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

別途進めている地区防災計画(新規策定：12団体、計画見直し：10団体) 

は、令和３年３月の足立区防災会議への付議を予定している。 

 



５ 

災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

 令和２年１２月１６日 

件   名 令和２年度地区防災計画の進捗について 

所管部課名 総合防災対策室災害対策課、調整担当課 

内   容 

今年度進めている、地区防災計画の新規策定（１２団体）及び既計画（平

成２９年度策定の１０団体）の見直しに伴い実施するワークショップ等につ

いて、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ ワークショップについて 

  順次ワークショップを開催し、策定及び見直しを進めていく。特に、新規 

策定団体は、必要に応じて防災視点でのまち歩きを行い、防災マップの作成 

も進めていく。 

（１）新 規 策 定：ワークショップを概ね３回実施予定 

（２）既計画の見直し：ワークショップを概ね２回実施予定 

 

２ 令和２年度新規策定団体（１２団体） 

（１）小台・宮城地区の町会・自治会（６団体） 

   水防体制再構築本部において、水害時のコミュニティタイムライン策定

に取り組んでいる町会・自治会（小台町会、宮城町会、宮城第三団地自治

会、尾久橋スカイハイツ自治会、ラ・セーヌ小台自治会、ライオンズマン

ション荒川遊園アクアステージ自治会） 

時 期 内 容 

令和 

２年 

３月～４月 
住民アンケート実施 

小台・宮城地区 5,480世帯(回答：1,397世帯) 

６月２７日(土) 
検討部会発足式・第１回ワークショップ 

場所：宮城小学校 

７月１８日(土) 
第２回ワークショップ 

場所：江南中学校 

９月６日(日) 

第３回ワークショップ 

コロナ禍を想定した避難所運営訓練 

場所：江南中学校 

１０月～１２月 順次地区防災計画の形式に取りまとめ 

令和 

３年 
３月 

・ 策定したコミュニティタイムラインを紹介

したリーフレットを地域住民へ配付(予定) 

・ 足立区防災会議に計画案を付議(３月２４日) 



６ 

（２）地域危険度が高い下記町会・自治会（６団体） 

◎：事前説明 

町会・自治会長へ事前に事業内容等について説明 

（必要に応じて町会・自治会の定例会に出向いて説明） 

①：第１回ワークショップ 

②：第２回ワークショップ 

③：第３回ワークショップ 

令和２年１２月８日現在 

 町会・自治会名 ワークショップ日程等 参加人数等 

１ 
千住仲町会 

（危険度：４） 

◎： ８月１１日（火） 町会長他３名 

①： ９月２５日（金） １８名 

②：１１月 ７日（土） １１名 

③： １月～２月  

２ 
興野町会 

（危険度：５） 

◎： ７月３１日（金） 町会長 

①：１１月１２日（木） ２９名 

②：１２月１８日（金）  

③： ２月～ ３月  

３ 
八千代自治会 

（危険度：４） 

◎： ８月 ７日（金） 自治会長他３名 

①： ９月２３日（水） ７名 

②：１１月 ８日（日） ７名 

③： ２月２３日（火）  

４ 

都営梅田三丁目 

アパート自治会 

（危険度：４） 

◎： ８月４日（火） 自治会長他３名 

◎： ９月５日（土） 自治会長他９名 

①：１１月７日（土） １２名 

②： １月９日（土）  

③： ２月～ ３月  

５ 
興野北町会 

（危険度：４） 

◎： ８月 ６日（木） 町会長 

①： ９月１３日（土） ２１名 

②：１２月～ １月  

③： ２月～ ３月  

６ 
西新井１５部町会 

（危険度：４） 

◎： ８月 ６日（木） 町会長 

①：１０月 ３日（土） １９名 

②：１２月～ １月  

③： ２月～ ３月  

 



７ 

３ 既計画の見直し団体（１０団体） 

  平成２９年度に策定した下記町会・自治会 

 ◎：事前説明 

町会・自治会長へ事前に事業内容等について説明 

（必要に応じて町会・自治会の定例会に出向いて説明） 

①：第１回ワークショップ 

②：第２回ワークショップ 

令和２年１２月８日現在 

 町会・自治会名 ワークショップ日程等 参加人数 

１ 千住中居町会 

◎：１１月４日（水） 町会長他４名 

◎：１２月５日（土） 町会長 

①： １月～ ２月 

１２月の事前説明で計画修正案を示し、
ワークショップを１回実施する。 

２ 千住龍田町町会 

◎：１１月２日（月） 町会長他５名 

◎：１２月５日（土） 町会長他８名 

①： ２月～ ３月 

１２月の事前説明で計画修正案を示し、
ワークショップを１回実施する。 

３ 柳原東町会 

◎：１２月２日（水） 町会長他３名 

①： ２月４日（木） 

  １２月に計画修正案を示し、柳原西町会
と合同でワークショップを１回実施する。 

４ 柳原西町会 

◎：１２月２日（水） 町会長他１名 

①： ２月４日（木） 

  １２月に計画修正案を示し、柳原東町会
と合同でワークショップを１回実施する。 

５ 中曽根町会 ※１ 

①：１２月１２日（土）  

②： １月中～下旬  

③： ２月中～下旬  

６ 
本木一丁目南町会 

※１ 

①：１２月１２日（土）  

②： １月中～下旬  

③： ２月中～下旬  

 ※１ 中曽根町会と本木一丁目南町会は、令和２年１２月からコミュニティ

タイムラインの策定に伴いワークショップを３回実施予定のため、そこ

での検討内容を盛り込み、計画の見直しを進めていく。 



８ 

 

 町会・自治会名 ワークショップ日程等 参加人数等 

７ 
大谷田東自治会 

※２ 

◎：１２月  

①： ２月  

８ 長門南部町会 ※２ 
◎：１１月２０日（金） 町会長 

①： ２月  

９ 
長門北部自治会 

※２ 

◎：１２月  

①： ２月  

10 長門西町会 ※２ 
◎：１２月  

①： ２月  

 ※２ 事前に計画修正案を示し、４町会・自治会合同で令和３年２月にワー

クショップを１回実施できるよう進めていく。 

 

４ 参考：地区防災計画策定の流れ 

 会議等 内容・備考 

１ 事前説明 ・ 町会・自治会長へ事前協議 

２ 
第１回 

ワークショップ 

・ 概要説明及び発災時の避難行動の確認 

・ 地区特性の確認 

３ 
第２回 

ワークショップ 

・ 防災視点によるまち歩き 

・ 課題の取りまとめ及び対策の検討 

４ 
第３回 

ワークショップ 
・ 作成した地区防災計画案の確認 

５ 
足立区防災会議に

付議 

・ 足立区防災会議に諮り承認を得る 

・ 承認後、地域防災計画の一部として掲載 
 

問 題 点 

今後の方針 

１ 新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえながら、町会・自治会とも相

談し、ワークショップ開催など柔軟に対応していく。 

２ 広く自主的な計画策定を促していくため、「地区防災計画策定の手引き 

《地震編》（令和元年１０月完成）」に続き、《水害編》の作成を進めて 

いる。 
 



９ 

災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和２年１２月１６日 

件  名 本木・関原地区でのコミュニティタイムライン策定支援について 

所管部課名 総合防災対策室災害対策課、調整担当課 

内   容 

小台・宮城地区に続き、令和２年度後半に進める、大規模水害を想定した

コミュニティタイムラインの策定支援について報告する。 
 

１ 対象地区 

  本木・関原地区 
 

２ 策定団体 

  第七地区町会連合会の８町会（本木一丁目町会、本木一丁目中町会、本

木一丁目南町会、関原二丁目南町会、関原三丁目東町会、中曽根町会、関

原二丁目町会、関原三丁目町会） 
 

３ 策定までのスケジュール 

時期 会議等 内容・備考 

令 

和 

２ 

年 

10月 28日(水) 定例町自連会議 定例会での事前説明 

12月 12日(土) 
発足式 

第１回ワークショップ 

・ 浸水リスクを知る 

・ 水害時避難を考える 

令 

和 

３ 

年 

1月中～下旬 第２回ワークショップ 
・ 避難行動に必要な 

  時間を考える 

2月中～下旬 第３回ワークショップ 
・ 連絡体制を考える 

・ 試行運用開始 

3月下旬 
計画とりまとめ 

足立区防災会議で報告 
試行版の完成  

 

４ 地区防災計画との関係 

（１）事前の防災行動を計画するコミュニティタイムラインは、水害時を想

定した地区防災計画の一部とみなす。 

（２）策定したコミュニティタイムラインに、地区特性などを補記し、各町

会・自治会の地区防災計画として、足立区地域防災計画に掲載するよう

進めていく。 

問 題 点 

今後の方針 

１ 策定にあたっては、足立区総合防災行政アドバイザー及び専門知識を有 

する事業者とともに、区職員も参加しながら進めていく。 

２ ワークショップは、各町会からの出席は５名程度とし、感染症対策を講

じたうえで実施する。 
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